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富士河口湖町個人情報保護法施行条例 

令和4年12月14日 

条例第17号 

(趣旨) 

第1条 この条例は、個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号。以下「法」という。)

の施行に関し、本町の実施機関が遵守すべき義務等必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この条例において使用する用語は、次項に定めるものを除くほか、法及び個人情報の保

護に関する法律施行令(平成15年政令第507号。以下「令」という。)において使用する用語の

例による。 

2 この条例において、「実施機関」とは、町長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、

農業委員会、固定資産評価審査委員会、水道事業管理者及び監査委員並びに「財産区(船津財

産区、小立財産区、大石財産区、河口財産区、西深沢外十三恩賜県有財産保護財産区、勝山財

産区、長浜財産区、西湖財産区、大嵐財産区、青木ヶ原外七字及び小合山外七字恩賜県有財産

保護財産区、精進財産区、本栖財産区、富士ヶ嶺財産区及び大室山外三十字恩賜県有財産保護

財産区をいう。以下同じ。)」をいう。 

(開示請求) 

第3条 開示請求書には、法第77条第1項各号に掲げる事項のほか、実施機関が定める事項を記

載することができる。 

(開示決定等の期限) 

第4条 実施機関は、法第78条第1項第4号に規定する開示決定等について開示請求があった日か

ら14日以内にしなければならない。ただし、法第77条第3項の規定により補正を求めた場合に

あっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

2 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、

同項に規定する期間を30日以内に限り延長することができる。この場合において、実施機関

は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければ

ならない。 

(開示決定等の期限の特例) 

第5条 開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため、開示請求があった日から44日以

内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれが

ある場合には、前条の規定にかかわらず、実施機関は、開示請求に係る保有個人情報のうちの

相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの保有個人情報については相当の期間内

に開示決定等をすれば足りる。この場合において、実施機関は、同条第1項に規定する期間内
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に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

(1) この条の規定を適用する旨及びその理由 

(2) 残りの保有個人情報について開示決定等をする期限 

(開示の実施の方法等の申出) 

第6条 法第87条第3項の規定による申出として、令第26条第3項各号に規定する事項のほか、実

施機関が定める事項を申し出ることができる。 

(開示請求に係る手数料等) 

第7条 法第89条第2項の規定により納付しなければならない手数料は、無料とする。 

2 法第89条第2項の開示請求をする者は、当該保有個人情報に係る文書又は図画の写し等その

交付に要する物品の供与を受けるときは、実費として別表に定める当該交付に要する費用を負

担しなければならない。 

3 町長及び財産区の長は、前項の規定により実費を負担する者について実施機関が特別の理由

があると認めたときは、同項の費用の全部又は一部を減額し、又は免除することができる。 

(本人の委任による代理人からの開示請求等に係る措置) 

第8条 実施機関は、本人の委任による代理人により、法第76条第2項の規定による開示請求、

法第90条第2項の規定による訂正請求又は法第98条第2項の規定による利用停止請求があった

場合において、特に必要と認めるときは、実施機関が定めるところにより、本人の意思を確認

することができる。 

(訂正請求) 

第9条 訂正請求書には、法第91条第1項各号に掲げる事項のほか、実施機関が定める事項を記

載することができる。 

(訂正決定等の期限) 

第10条 実施機関は、法第94条第1項本文に規定する訂正決定等について、訂正請求があった日

から14日以内にしなければならない。ただし、法第91条第3項の規定により補正を求めた場合

にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

2 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、

同項に規定する期間を30日以内に限り延長することができる。この場合において、実施機関

は、訂正請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければ

ならない。 

(訂正決定等の期限の特例) 

第11条 実施機関は、法第95条後段の規定による通知について、訂正請求があった日から14日

以内にしなければならない。 

(利用停止請求) 
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第12条 利用停止請求書には、法第99条第1項各号に掲げる事項のほか、実施機関が定める事項

を記載することができる。 

(利用停止決定等の期限) 

第13条 実施機関は、法第102条第1項本文に規定する利用停止決定等について、利用停止請求

があった日から14日以内にしなければならない。ただし、法第99条第3項の規定により補正を

求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

2 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、

同項に規定する期間を30日以内に限り延長することができる。この場合において、実施機関

は、利用停止請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通知しなけ

ればならない。 

(利用停止決定等の期限の特例) 

第14条 実施機関は、法第103条後段の規定による通知について、利用停止請求があった日から

14日以内にしなければならない。 

(富士河口湖町個人情報保護審査会への諮問) 

第15条 実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合において、個人情報の適正な取扱いを

確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認めるときは、次条第

1項の富士河口湖町個人情報保護審査会に諮問することができる。 

(1) この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

(2) 法第66条第1項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場合 

(3) 前2号に掲げる場合のほか、実施機関における個人情報の取扱いに関する運用上の細則を

定めようとする場合 

(富士河口湖町個人情報保護審査会) 

第16条 次に掲げる事務を行うため、本町に、富士河口湖町個人情報保護審査会(以下「審査

会」という。)を置く。 

(1) 法第105条第3項において準用する同条第1項の規定による諮問に応じ審査請求について調

査審議すること。 

(2) 法第3章第3節の施策を講ずる場合その他の場合において、個人情報の適正な取扱いを確

保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認める事項に係る諮問

に応じ調査審議すること。 

(3) 富士河口湖町議会の個人情報の保護に関する条例(令和4年富士河口湖町条例第22号。以

下この項及び第19条第1項において「議会個人情報保護条例」という。)第45条の規定による

諮問に応じ審査請求について調査審議すること。 

(4) 議会個人情報保護条例第50条の規定による諮問に応じ調査審議すること。 
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2 審査会は、委員5人以内をもって組織する。 

3 委員は、優れた見識を有する者のうちから、町長が任命する。 

4 委員の任期は、2年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間と

する。 

5 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命されるまで引き続きその職務を行

うものとする。 

6 町長は、委員が心身の故障のため職務の執行ができないと認めるとき、又は委員に職務上の

義務違反その他委員たるに適しない非行があると認めるときは、その委員を罷免することがで

きる。 

7 委員は、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。 

8 委員は、在任中、政党その他の政治的団体の役員となり、又は積極的に政治運動をしてはな

らない。 

9 前各項に定めるもののほか、審査会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

(会長等) 

第17条 審査会に、会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

2 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

3 審査会の会議は、会長が招集する。 

4 会長に事故があるときは、副会長又はあらかじめその指名する委員が、その職務を代理す

る。 

(合議体) 

第18条 審査会は、その指名する委員5人以内をもって構成する合議体で、第16条第1項各号に

掲げる事務を行う。 

2 前項の規定にかかわらず、審査会が定める場合においては、委員の全員をもって構成する合

議体で、第16条第1項各号に掲げる事務を行う。 

3 審査会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

4 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。 

(審査会の調査権限) 

第19条 審査会は、必要があると認めるときは、諮問実施機関(法第105条第3項において準用す

る同条第1項の規定により審査会に諮問をした実施機関及び議会個人情報保護条例第45条の規

定により審査会に諮問した議長をいう。以下この条及び第21条において同じ。)に対し、保有

個人情報(法第78条第1項第4号、第94条第1項若しくは第102条第1項又は議会個人情報保護条
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例第20条第5号ア、第35条第1項若しくは第42条第1項に規定する開示決定等、訂正決定等又は

利用停止決定等に係る保有個人情報(法第60条第1項又は議会個人情報保護条例第2条第4項に規

定する保有個人情報をいう。)をいう。以下同じ。)の提示を求めることができる。この場合に

おいては、何人も、審査会に対し、その提示された保有個人情報の開示を求めることができな

い。 

2 諮問実施機関は、審査会から前項の規定による求めがあったときは、これを拒んではならな

い。 

3 審査会は、必要があると認めるときは、諮問実施機関に対し、保有個人情報に含まれている

情報の内容を審査会の指定する方法により分類又は整理した資料を作成し、審査会に提出する

よう求めることができる。 

(委員による調査手続) 

第20条 審査会は、必要があると認めるときは、その指名する委員に、前条第1項の規定により

提示された保有個人情報を閲覧させることができる。 

(提出資料の写しの送付等) 

第21条 審査会は、第19条第3項の規定による資料の提出又は法第106条第2項の規定により読み

替えて適用する行政不服審査法(平成26年法律第68号)第81条第3項において準用する同法第74

条若しくは同項において準用する同法第76条の規定による主張書面若しくは資料の提出があっ

たとき(諮問実施機関が議長である場合において、相当する書面又は資料の提出があったとき

を含む。)は、これらの資料又は主張書面の写し(電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人

の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。以下同じ。)にあっては、当該電磁的記録に記録された事

項を記載した書面)を当該資料を提出した審査請求人等(審査請求人、参加人(同法第13条第4項

に規定する参加人をいう。)又は諮問実施機関をいう。以下同じ。)以外の審査請求人等に送付

するものとする。ただし、第三者の利益を害するおそれがあると認められるときその他正当な

理由があるときは、この限りでない。 

2 審査会は、前項の規定による送付をしようとするときは、当該送付に係る資料を提出した審

査請求人等の意見を聴かなければならない。ただし、審査会が、その必要がないと認めるとき

は、この限りでない。 

(権限又は事務の委任) 

第22条 実施機関は、第3条から第14条までに定める権限又は事務を当該実施機関の職員に委任

することができる。 

(検索資料の作成) 

第23条 実施機関は、法第127条の規定により開示請求等をしようとする者の利便性を考慮した
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適切な措置を講ずるため、保有個人情報の検索に必要な資料を作成し、一般の閲覧に供するも

のとする。 

(運用状況の公表) 

第24条 町長は、毎年度1回、実施機関におけるこの条例の運用状況について取りまとめ、一般

に公表するものとする。 

(町長による調整) 

第25条 町長は、法及びこの条例の目的を達成するため必要があると認めるときは、実施機関に

対し、実施機関における個人情報の取扱いに関する事務の実施状況について、資料の提出及び

説明を求めることができる。 

2 町長は、法及びこの条例の目的を達成するため必要があると認めるときは、実施機関に対

し、実施機関における個人情報の取扱いに関し意見を述べることができる。 

(委任) 

第26条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

(罰則) 

第27条 第16条第7項の規定に違反して秘密を漏らした者は、1年以下の拘禁刑又は50万円以下

の罰金に処する。 

附 則 

(施行期日) 

第1条 この条例は、令和5年4月1日から施行する。ただし、附則第5条第2項の規定は、公布の

日から施行する。 

(富士河口湖町個人情報保護条例及び富士河口湖町特定個人情報保護条例の廃止) 

第2条 次に掲げる条例は、廃止する。 

(1) 富士河口湖町個人情報保護条例(平成17年富士河口湖町条例第25号) 

(2) 富士河口湖町特定個人情報保護条例(平成27年富士河口湖町条例第23号) 

(経過措置) 

第3条 次に掲げる者に係る前条の規定の施行により廃止される富士河口湖町個人情報保護条例

(以下「旧個人情報保護条例」という。)第7条の規定によるその業務に関して知り得た旧個人

情報保護条例第2条第2号に規定する個人情報(以下「旧個人情報」という。)の内容をみだりに

他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない義務又は第1号若しくは第2号に掲げる者

に係る前条の規定の施行により廃止される富士河口湖町特定個人情報保護条例(以下「旧特定

個人情報保護条例」という。)第8条の規定によるその業務に関して知り得た旧特定個人情報保

護条例第2条第3号に規定する特定個人情報(以下「旧特定個人情報」という。)の内容をみだり

に他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない義務については、前条の規定の施行後
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も、なお従前の例による。 

(1) 前条の規定の施行の際現に旧個人情報保護条例第2条第1号に規定する実施機関(以下「旧

実施機関」という。)の職員である者又は前条の規定の施行前において旧実施機関の職員で

あった者のうち、同条の規定の施行前において旧個人情報又は旧特定個人情報の取扱いに従

事していた者 

(2) 前条の規定の施行前において旧実施機関から旧個人情報又は旧特定個人情報の取扱いの

委託を受けた業務に従事していた者 

(3) 前条の規定の施行前において指定管理者が管理する公の施設の管理の業務に従事してい

た者 

2 前条の規定の施行の日前に旧個人情報保護条例第12条第1項、第2項若しくは第3項、第26条

第1項若しくは第2項又は第33条第1項若しくは第2項の規定による請求がされた場合における

旧個人情報保護条例に規定する保有個人情報の開示、訂正及び利用停止並びに同日前に旧特定

個人情報保護条例第13条第1項若しくは第2項、第25条第1項若しくは第2項又は第32条第1項若

しくは第2項の規定による請求がされた場合における旧特定個人情報保護条例に規定する保有

特定個人情報の開示、訂正及び利用停止については、なお従前の例による。 

3 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、前条の規定の施行前において旧実施機関が保有し

ていた個人の秘密に属する事項が記録された旧個人情報保護条例第2条第5号に規定する個人情

報ファイルであって同号アに係るもの(その全部又は一部を複製し、又は加工したものを含

む。)を前条の規定の施行後に提供したときは、2年以下の拘禁刑又は100万円以下の罰金に処

する。 

(1) 前条の規定の施行の際現に旧実施機関の職員である者又は同条の規定の施行前において

旧実施機関の職員であった者 

(2) 第1項第2号に掲げる者 

(3) 第1項第3号に掲げる者 

4 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た前条の規定の施行前において旧実施機関

が保有していた旧個人情報保護条例第2条第3号に規定する保有個人情報を前条の規定の施行後

に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、1年以下の拘

禁刑又は50万円以下の罰金に処する。 

第4条 附則第2条の規定により旧個人情報保護条例の規定がその効力を失う前にした違反行為の

処罰については、その失効後も、なお従前の例による。 

第5条 附則第2条の規定の施行の際現に旧個人情報保護条例第42条第1項の規定により本町に置

かれた同項に規定する富士河口湖町個人情報保護審査会(以下「旧審査会」という。)の委員で

ある者は、附則第2条の規定の施行の日に、第16第3項の規定によるを受けたものとみなす。 
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2 町長は、附則第2条の規定の施行の日前においても、第16条第3項の規定の例により、審査会

の委員の任命をすることができる。この場合において、その任命を受けた委員は、同日におい

て同項の規定による任命を受けたものとみなす。 

3 附則第2条の規定の施行の際現に旧審査会の委員である者又は同条の規定の施行前において旧

審査会の委員であった者に係る旧個人情報保護条例第42条第6項の規定による職務上知ること

ができた秘密を漏らしてはならない義務については、附則第2条の規定の施行後も、なお従前

の例による。 

4 附則第2条の規定の施行の日前に旧個人情報保護条例第40条第1項又は旧特定個人情報保護条

例第39条第1項の規定によりされた諮問は、審査会にされたものとみなし、旧個人情報保護条

例又は旧特定個人情報保護条例に規定する調査審議については、なお従前の例による。 

5 附則第2条の規定の施行前にした行為に対する旧個人情報保護条例の規定による罰則の適用に

ついては、なお従前の例による。 

6 第3項の規定によりなお従前の例によることとされた義務に違反して秘密を漏らした者は、1

年以下の拘禁刑又は30万円以下の罰金に処する。 

(富士河口湖町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例の一部改正) 

第6条 富士河口湖町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例(平成17年富士河口湖

町条例第27号)の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

附 則(令和7年条例第1号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、令和7年6月1日から施行する。 

(罰則の適用等に関する経過措置) 

2 この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

3 この条例の施行後にした行為に対して、他の条例の規定によりなお従前の例によることとさ

れ、なお効力を有することとされ、又は改正前若しくは廃止前の条例の規定の例によることと

される罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する法律(令

和4年法律第67号。以下「刑法等一部改正法」という。)第2条の規定による改正前の刑法(明治

40年法律第45号。以下この項において「旧刑法」という。)第12条に規定する懲役(以下「懲

役」という。)(有期のものに限る。以下この項において同じ。)、旧刑法第13条に規定する禁錮

(以下「禁錮」という。)(有期のものに限る。以下この項において同じ。)又は旧刑法第16条に

規定する拘留(以下「旧拘留」という。)が含まれるときは、当該刑のうち懲役又は禁錮にあっ

てはそれぞれその刑と長期及び短期を同じくする有期拘禁刑と、旧拘留にあっては長期及び短

期を同じくする拘留とする。 
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(人の資格に関する経過措置) 

4 拘禁刑又は拘留に処せられた者に係る他の条例その他の定めによりなお従前の例によること

とされ、なお効力を有することとされ、又は改正前若しくは廃止前の条例その他の定めの例に

よることとされる人の資格に関する法令の規定の適用については、無期拘禁刑に処せられた者

にあっては無期の禁錮に処せられた者と、有期拘禁刑に処せられた者にあっては刑期を同じく

する有期の禁錮に処せられた者と、拘留に処せられた者にあっては刑期を同じくする旧拘留に

処せられた者とみなす。 

(規則への委任) 

6 前4項に定めるもののほか、この条例の施行に伴い必要な経過措置は、規則で定める。 

別表(第7条関係) 

区分 負担額 

コピー機による写しの作成(カラー) 

日本産業規格A3以下の大きさの写し 

1枚につき50円 

コピー機による写しの作成(白黒) 

日本産業規格A3以下の大きさの写し 

1枚につき20円 

写しの送付の方法に要するもの 当該写しの送付に係る郵便料金又は民間事業

者による信書の送達に関する法律(平成14年

法律第99号)第2条第6項に規定する一般信書

便事業者若しくは同条第9項に規定する特定

信書便事業者による同条第2項に規定する信

書便の役務に関する料金 

上記以外の方法による交付 実費相当額 

 


